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本書の特長

令和６年度税制改正に対応！
各編の記載内容を更新するとともに、
単独で編を設け
重要論点を詳細に解説！

～～～～～～～～～～～～～～

新型コロナウイルスや
大規模な自然災害等、
近時の問題に鑑み付録として
「災害に関する税制」を収録！～～～～～～～～～～～～～～

インボイス制度等の解説を
追加した最新版！
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